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要約
研究支援者の活用を念頭にストークスの4象限及び重回帰を用いた解析をおこなった。本研究を通して、研究集中時間の不足
や、研究室体制の脆弱化、支援人材のサポート不足など、リソース不足の問題が改めて浮き彫りになってきた。大学や分野関
係なく「研究者は疲弊している」の一言に尽きる。政策評価においては、我が国の研究環境が「無理強いをしなければ勝てな
い世界」であることを認識し、この改善を目指すことが必要である。産学連携・地域連携活動の推進は、大学ないし研究活動
へのリソースの流入を増やすことで、この問題の改善を図る政策ともリンクしている。我々は、この観点から以下の結論を導
き出している。まず、研究者にも人間的な生活は必要である。研究が楽しい、または研究者としてのキャリアアップのためな
ど、集中的に研究に打ち込みたいという時期は少なからぬ研究者にあることであろうが、それを評価の側面を含めてマネジメ
ント層が利用すること、また妊娠や出産、育児（男性育児）などワークライフバランスが重視される時期を含む若手にハード
ワークを無理強いすることは全くあるべきものではない。次に、これに対処するためには、研究者枠の増加は勿論であるが、
大学執行部としても、組織としての時間の融通や支援人材の配分を工夫すること等を通じて、研究者を後押しする体制整備も
求められる。その意味でのURAのより良い活用が求められるものである。

Abstract
To utilize supporting sta�, data were analyzed using four quadrants of Stokes and multiple regression. The research revealed the 
problem of shortage of resources such as lack of su�cient time to concentrate on studies, weakened laboratory organization, 
shortage of supporting sta�, etc. This is re�ected in the phrase “researchers have been exhausted” in any university or �eld of re-
search. From the policy viewpoint, we should regard the research environment in Japan as “a world in which researchers cannot 
survive without overwork,” and should make e�orts to improve the situation. Development of the cooperation with the industry 
and local communities relates to this policy which would solve the problem by increasing the resources for undertaking research 
at universities. We have arrived at the following conclusions. First, researchers should be able to enjoy a decent lifestyle. If re-
searchers wish to devote themselves to study during a special period because of their interest in studying or career advancement, 
then managers in universities should appreciate it. They should not force young researchers, who may be pregnant, to over-work 
or leave work or studies to care for children. Balance between professional and personal life should be regarded as important. Sec-
ond, to solve the problem, we should reform the system that supports researchers by providing them su�cient time to research 
and improving support sta� arrangements in an organization. Hence, more e�ective use of URA is required.
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1.  はじめに
　教育基本法では、大学には教育、研究、社会貢献の3つの
機能を適切に果たすことが求められている。そのため、大学
教員の活動もこれらの機能的観点から総合的かつ適切に評価
され、所属組織内での動機付けや個人のキャリアパス開拓に
つながることが政策的理想である。ところが、国の審議会等
においては、教育や社会貢献の取組が適切に評価されずに
キャリア形成に有利な研究活動に注力するインセンティブが
働いている、またはその逆として教育や社会貢献活動は重要
ではあるものの実際に現場の大学教員等が優先して取り組む
動機がない、さらに教育・研究・社会貢献への取組に忙殺さ
れ教員等が疲弊している、といった理想とはほど遠い現実が
指摘され続けている（鈴木他， 2021）。新聞の紙面では「競争に
疲弊、細る研究力　研究室の電気代、運営費交付金では不足」
との記事が見られる（朝日新聞， 2018）。
　本研究は、文部科学省SciREX事業（代表 鈴木千賀）「産学
連携・地域連携活動に積極的に取り組む研究者のインセン
ティブ構造に関する研究」の成果の一部であり、研究者の産
学連携へ取り組むインセンティブの不在や産学連携活動の評
価の難しさという行政上の課題（安田他， 2019；文部科学省， 
2019）に応えるべく、海洋深層水の利用、観光や食等も含む
水産海洋分野の産学連携・地域連携活動を対象とし、それに
積極的に取り組む研究者のインセンティブ構造を解明するこ
とを目的としているが、プロジェクトを通して、研究者枠の
絶対的不足、業務多様化・多忙化による研究集中時間の不足
や、研究室体制の脆弱化、支援人材のサポート不足など、一
般論を超えて実際面のリソース不足の問題が改めて浮き彫り
になってきている。大学や分野関係なく「研究者は疲弊して
いる」の一言に尽きる。政策評価においては、我が国の研究
環境が「無理強いをしなければ勝てない世界」であることを
認識し、この改善を目指すことが必要である。産学連携・地
域連携活動の推進は、大学ないし研究活動へのリソースの流
入を増やすことで、この問題の改善を図る政策という側面を
持っているとも言える。これらのことを意識しつつ研究支援
者の活用も対象として、本研究を推進した。

2.  ストークスの 4 象限への分類
　研究の動機を内容面から分類する方法として、ドナルド・
ストークス（Stokes, 1997）による4象限モデルがある。これは、
ストークスが基礎から応用という一次元的な研究の分類を克
服するために導入した概念であり、研究の動機を「基礎原理
の追求」と「現実の具体的な問題解決」という2軸を用いて分類
する。この分類では、研究は大きく4つのタイプに分類され、
そのうち3つについては代表的な研究者の名前が付けられて
いる。具体的には、「基礎原理の追求」を行う研究はボーア型、
「現実の具体的な問題解決」を行う研究はエジソン型、「基礎
原理の追求」と「現実の具体的な問題解決」の両方を行う研究
はパスツール型と呼ばれる。伊神・長岡（2014）は、日米の大
規模調査に用いるなど、研究者や研究プロジェクトの分析に

おいて有用と考えられる。
　「社会貢献活動（産学連携・地域連携）の実施に対する教員 /
研究者のインセンティブ調査」のWEBアンケート結果（調査期
間：2021年7月12日～ 7月31日）から、大学役員（37回答）と
URA等（21回答）を除いた研究者の回答を抽出し、410の回答
を得た。内訳は九州大学148回答、高知大学119回答、琉球
大学90回答、和歌山大学53回答となる。本回答結果を用いて、
ストークスの4象限への分類を行った。

2.1  分類方法
　WEBアンケートにより以下2つの設問に対する回答結果に
基づき分類した。以下の設問は伊神・長岡（2014）に準拠した
（表1）。

① 自身が研究を実施する目的として『基礎原理の追求』の重要
度を5段階でお答えください。（基礎原理の追求：自然現
象や観測事実の根幹を成す原理について、新しい知識を得
ること）

② 自身が研究を実施する目的として『現実の具体的な問題解
決』の重要度を5段階でお答えください。（現実の具体的な
問題解決：産業や地域社会への応用などのため、実用上の
具体的問題を解決すること）

• パスツール型
①極めて重要、やや重要
②極めて重要、やや重要

• ボーア型
①極めて重要、やや重要
②どちらとも言えない、あまり重要ではない、全く重要で
はない

• エジソン型
①どちらとも言えない、あまり重要ではない、全く重要で
はない
②極めて重要、やや重要

• 無分類
①どちらとも言えない、あまり重要ではない、全く重要で
はない
②どちらとも言えない、あまり重要ではない、全く重要で
はない

　また、研究者のインセンティブとして、以下の表1にある
項目を同じくWEBアンケートにより調査した。この中で、組
織マネジメントに資する意味で以下の2種類に分けた。

• 組織から与えられるインセンティブ
支援人材のサポート、事務手続きの楽さ、研究費への反映、
人事評価への反映、給与・賞与への反映、時間が与えられ
る、研究室の人員体制

• 組織と関わりのないインセンティブ
基礎から応用への研究の発展、知的好奇心、相手からの研
究資金の支援、人材の成長、論文等の研究実績、個人の感
情への反映
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2.2  分類結果
　パスツール型317名（77.3 %）、ボーア型46名（11.2 %）、エ
ジソン型43名（10.5 %）、無分類4名（1.0 %）となり、各大学で
の分類比率に明確な差は見られなかった（表2）。また、学位
別では、博士は比較的エジソン型が少ないが、修士はエジソ
ン型が多く、ボーア型が少ない結果が確認された（表3）。
　大学教員はボーア型に集中しているイメージがあるが、細
野・伊藤（2016）によると複数の象限の研究プロジェクトを研
究者は遂行しており、単純なイメージとは異なる。本結果か
らも、大多数の研究者は「基礎原理の追求」と「現実の具体的
な問題解決」の両方に対して高い重要度を認識していること

が確認された。
　では、「現実の具体的な問題解決」を重要度高く認識してい
ながら、実際の社会貢献活動において研究者によって積極的
あるいは消極的な姿勢が散見される理由について、研究者の
インセンティブ項目に対する解析に基づき考察し、さらに、
重要度―満足度分析によりストークスの各型の特徴や重点改
善項目を検討した。

3.  各型の研究者の重要度―満足度分析
　重要度―満足度分析（Importance-Performance Analysis、以
下 IPA）とは、Martilla and James（1977）によるマーケティン

研究する目的 • 基礎原理の追求（基礎原理の追求：自然現象や観測事実の根幹を成す原理について、新しい知識を得ること）
• 現実の具体的な問題解決（現実の具体的な問題解決：産業や地域社会への応用などのため、実用上の具体的問
題を解決すること）

各インセンティブ
項目の「重要度」

• 実用化・社会実装に向けた自身の研
究の発展（基礎研究から応用研究へ
の発展等）

• 自身の知的好奇心が満足すること
• 相手組織からの研究資金の支援
• 携わる人材（学生、社会人等）が成長
すること

• 学内の支援人材からのサポートがあ
ること

• 契約等の事務手続きが楽であること
• 所属組織からの研究費に反映される
こと

• 所属組織からの人事評価に反映され
ること

• 所属組織からの給与・賞与に反映さ
れること

• 個人の感情などに反映されること
（関係者に喜んでもらえる等）

• 論文投稿や学会発表など研究実績の
獲得に繋がること

• 産学連携・地域連携を実施する時間
を十分に与えられること

• 研究室の人員体制に対する組織的支
援があること

各インセンティブ
項目の「満足度」

• 実用化・社会実装に向けた自身の研究の発展
（基礎研究から応用研究への発展等）

• 自身の知的好奇心が満足すること
• 相手組織からの研究資金の支援
• 携わる人材（学生、社会人等）が成長すること
• 学内の支援人材からのサポートがあること
• 契約等の事務手続きが楽であること
• 現状のインセンティブ付与（所属組織からの研
究費への反映）

• 前の設問を数値で答えると100点満点中何点
か？

• 現状のインセンティブ付与（人事評価への反
映）

• 前の設問を数値で答えると100点満点中何点
か？

• 現状のインセンティブ付与（給与・賞与への反
映）

• 前の設問を数値で答えると100点満点中何点
か？

• 現状のインセンティブ付与（関係者に喜ばれた
など、個人の感情などへの反映）

• 前の設問を数値で答えると100点満点中何点
か？

• 現状のインセンティブ付与（論文投稿や学会発
表などの研究実績の獲得）

• 現状のインセンティブ付与（産学連携・地域連
携を実施する時間を十分に与えられること）

• 現状のインセンティブ付与（研究室の人員体制
に対する組織的支援があること）

表1：アンケート設問

パスツール型 ボーア型 エジソン型 無分類

全体（410名） 77.30 % 11.20 % 10.50 % 1.00 %

九州大学（148名） 77.70 % 14.20 % 8.10 % 0 %

高知大学（119名） 79.80 % 9.20 % 9.20 % 1.70 %

琉球大学（90名） 78.90 % 8.90 % 12.20 % 0 %

和歌山大学（53名） 67.90 % 11.30 % 17.00 % 3.80 %

表2：ストークスの4分類結果

パスツール型 ボーア型 エジソン型 無分類

博士（352名） 79.50 % 11.90 % 8.00 % 0.60 %

修士（58名） 63.80 % 6.90 % 25.90 % 3.40 %

表3：ストークスの4分類結果
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グリサーチ企業が製品やサービスの顧客満足度を調査する手
法の一つである。重要度を横軸、満足度を縦軸にマトリクス
を描き、4象限に分類する。改善項目への優先度をポジショ
ニングから視覚的に把握することが可能となる。重要度 “高”
―満足度“高”は「重点維持項目」、重要度“高” ―満足度“低”は「重
点改善項目」、重要度“低” ―満足度“高”は「維持項目」、重要度
“低” ―満足度“低”は「改善項目」となる。なお本分析では、各
項目の境界線は岡本・林（2016）の既報に基づき平均値を設定
した。
　以下にパスツール型、ボーア型、エジソン型の IPA結果を
示す。

3.1  パスツール型
　基礎研究も社会貢献も両方大事とする考え方で、大多数の

研究者の共通する考え方と思われる．研究に関わる人材が成
長することに高い重要度と満足度を感じ、基礎から応用への
研究の発展も強く望んでいる．一方で時間は無く、特に研究
室の人員体制に不満を感じている（図1）。

3.2  ボーア型
　「基礎原理の追求」を重視した思考のため、「基礎から応用
への研究の発展」の重要度は低い。他型より「相手組織からの
研究資金の支援」の満足度が低いことも「基礎原理の追求」に
より企業等との共同研究費等が得にくいことに起因している
可能性がある。「研究費への反映」の満足度も低いこととも併
せて考えると、研究費に対する困難を特に抱えている層と考
えられる。また、「支援人材のサポート」の重要度は他型に比
べて高い（図2）。 

図1：パスツール型の IPA
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図2：ボーア型の IPA
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3.3  エジソン型
　他型より「個人の感情への反映」の重要度が高く、「知的好
奇心」の重要度が低い。「現実の具体的な問題解決」を重視し
た志向であることから、産学連携・地域連携活動が結果的に
多くなり、自らの知的好奇心の充足より、誰かの役に立つ研
究に重きを置く意識となっていると考えられる。また、「研
究室の人員体制」は、満足度は他型と同じく低いが、重要度
は他型より低い（図3）。考えられる可能性としては、共同研
究等において企業研究者との協業により人員不足を補完する
考え方をもっているためかもしれない。 
 
3.4  各型の共通項目
　各型の重点改善項目は以下であった。

• パスツール型
時間が与えられる、研究室の人員体制

• ボーア型
時間が与えられる、研究室の人員体制、支援人材のサポート

• エジソン型
時間が与えられる、事務手続きの楽さ

　いずれの型においても、重点改善項目に「時間が与えられ
る」が共通している点は、現在の大学研究者の根源的問題を
表しているかもしれない。「事務手続きの楽さ」や「支援人材
のサポート」、「研究室の人員体制」が挙がっている点からも、
多くの教員が多忙感を強く感じていると考えられる。また、
いずれの型においても、「組織から与えられるインセンティ
ブ」の満足度が低かった。魏（2016）によると、組織において
このような傾向の場合、従業員は組織からの離脱もしくは消
極的定着のリスクが高い状態にあるとされる。なお、調査対
象者数が少なく、統計的手法の適用の制約と結果の限界から
採用はしなかったが、大学役員及びURAについてもパスツー
ル型が多い傾向が見られた。

維持項目 重点維持項目

改善項目 重点改善項目

3.1 3.3 3.5 3.7 4.1 4.3 4.9
重要度

満
足
度

4.0

3.8

3.6

3.4

3.2

3.0

2.8

2.6

2.4

個人の感情への反映知的好奇心

論文等の研究実績

相手からの研究資金の支援

人材の成長

基礎から応用への研究の発展

事務手続きの楽さ

時間が与えられる

研究室の人員体制

支援人材のサポート

人事評価への反映

給与・賞与への反映
研究費への反映

3.9 4.5 4.7

図3：エジソン型の IPA

4.  URA のインセンティブ傾向
　表4に、回答者全てとURAのX（重要度）とY（満足度）の記
述統計量を示す。X（重要度）の「基礎原理の追求」や「知的好
奇心が満足」に代表されるような、研究に直接携わるような
項目については平均よりも低い一方で、「研究資金の支援」や
「支援人材からのサポート」のように研究の活性化や研究成果
の活用促進に関わる項目については、平均よりも高い傾向に
あり、URAの職種を特徴づけている。
　サンプルサイズにおける物理的限界を解消するために増
田・坂上（2014）や中原（2021）を参考に、次に、研究者の支
援を行うURAへのインセンティブを明らかにすることを試み
た。対象者（URAを抽出、サンプルサイズ21名）及び項目は、
ストークスの4象限への分類と同じものをそのまま用いた。
　URAのインセンティブ傾向では、全大学を対象に統計分析
を行った。Neter et al（1985）とMontgomery（1991）に従い、
リッカート型項目データを回帰の説明変数側に用い、通常最
小2乗推定法で推定している回帰分析は、信頼のできない推
定結果に基づいて推論している（村尾， 2004）ことを避けるた
め、今回の重回帰モデルはダミー変数を用いて、4つの応答Y
（満足度）における5段階評価の因子X（重要度）を設定し、変
数選択法としてステップワイズ、有意水準α= 0.05を使用し
た（Burnham and Anderson, 2004 等）。モデルの当てはまりで
は、残差プロットにより、その誤差の正規性を確認した。

4.1  URA における全体の考察
　全体を通してみると、因子X の「実施する時間が十分」「基
礎原理の追求」、「携わる人材が成長」が統計的に有意な因子
としてモデル化されており、研究を進める上での理想的な状
態（因子X）とインセンティブ付与に対する満足度（応答Y）が
関係している（表5）。URAとして求められる立場をもそのま
ま体現した様な結果となっている。「携わる人材が成長」が特
徴的であるところに、この制度の特徴も見られている。
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4.2  URA における主効果プロットの考察
　各因子X の主効果プロットを見ると、因子X の「4：やや重
要」と「5：極めて重要」と考える層が、各Y のインセンティブ
付与に対する満足度が高くなっている（図4）。大学における
研究を支援する人材（URA）は、研究の取り組みに対する理想
的な状態（因子X）と社会連携・地域連携におけるインセンティ
ブ付与に対する満足度（応答Y）のバランスをしっかり考えた
いと思っているということであろう。
 
5.  まとめ
　研究者にも人間的な生活は必要である。研究が楽しい、ま
たは研究者としてのキャリアアップのためなど、集中的に研
究に打ち込みたいという時期は少なからぬ研究者にあること
であろうが、それを評価の側面を含めてマネジメント層が利
用すること、また妊娠や出産、育児（男性育児）などワークラ
イフバランスが重視される時期を含む若手にハードワークを
無理強いすることは全くあるべきものではない。との結論を
導き出している。これに対処するためには、研究者枠の増加

変数 変数名
全て（468） URA（21）

平均 標準偏差 平均 標準偏差

X

基礎原理の追求 4.400 0.841 3.810 1.030 

現実の具体的な問題解決 4.335 0.871 4.333 1.155 

研究の発展 4.205 0.871 4.143 1.014 

知的好奇心が満足 4.064 0.861 3.810 1.123 

研究資金の支援 3.919 0.961 4.381 0.740 

携わる人材が成長 4.466 0.693 4.476 0.602 

支援人材からのサポート 4.092 0.970 4.476 0.680 

契約等の事務手続きが楽 4.402 0.834 4.095 0.995 

研究費に反映 4.053 0.911 3.905 0.831 

研究実績の獲得 4.051 0.940 3.857 0.854 

人事評価に反映 3.996 0.960 4.286 0.956 

給与・賞与に反映 3.714 1.047 4.000 0.707 

個人の感情などに反映 4.009 0.932 4.238 0.889 

実施する時間が十分 4.370 0.733 4.190 0.750 

人員体制に対する組織的支援 4.186 0.896 3.905 0.831 

Y

Y-研究費への反映 47.417 20.027 50.810 21.672 

Y-人事評価への反映 45.875 21.251 56.238 20.523 

Y-給与・賞与への反映 43.803 21.051 48.429 21.231 

Y-個人の感情などに反映 59.887 17.116 60.810 18.925 

表4：回答者全てとURAの記述統計量

注：（　）内はサンプルサイズ

表5：URA／有意水準α= 0.05による重回帰分析

サンプルサイズ 大学 層別 Y R二乗（調
整済） X

21 全て URA

研究費 該当なし 実施する時間が十分

人事評価 35.09 % 基礎原理の追求、携わる人材が成長

給与・賞与 26.28 % 実施する時間が十分

個人の感情 54.81 % 携わる人材が成長

は勿論であるが、大学執行部としては、これらの特性も考慮
した上で組織としての時間の融通や支援人材の配分を工夫す
ること等を通じて、研究者を後押しする体制整備も求められ
る。その意味での支援人材としてのURAのより良い活用が求
められるものである。
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